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概 要
IT 技術の発達やグローバル化の進展に伴い、経営環境の変化はより大きく・より速いものへとなって
きている。こうした環境において“旧来の感覚を持ち続けること”は非常に危険であり、“変化に対応す
る・自ら変化し続ける”という意識を持つことが重要になる。成功体験や長い歴史を通して獲得した感
覚は簡単に捨て去ることは容易ではないが、組織のリーダーはさらなる成長を目指すために組織構成員
の意識変革に取り組む必要がある。
特に、リーダーが変革の初期段階に行う活動（ファースト・アクション）は「それ以降の変革プロセ
スの質を決定する」という意味で変革全体の成否を決定する重要なポイントであると考え、研究の焦点
をここに定めることとした。
認知学派の Corner（１９９４）らが提唱した並列情報処理モデル（個人・組織両方の意思決定プロセ
スを１つのモデルで説明）と、長瀬（２０１２）が行ったリスク認知に関する研究（リスクをリスク１・
リスク２、認知をシステム１・システム２と分類し、リスク２が過小評価されるメカニズムを説明）か
ら得た知見を元に、組織成員の意識変革に取り組んだことで成長した企業５社に関して事例研究を行っ
た。（研究対象企業は、GE・IBM ・日産・サイバーエージェント・サイボウズである。）
事例研究を通して得られた結果として、リーダーが組織の意識変革に取り組む上では大きく２つ有効
なファースト・アクションが存在することがわかった。この２つをそれぞれ“フォアキャスティング”
と“バックキャスティング”と呼称し、これらが有効になる状況やその特徴・課題を整理し、理論を構
築した。
最後にこれからのリーダーに求められる能力を整理し考察を行うとともに、彼らが組織の意識変革に
向けて行うべきファースト・アクションとして“バックキャスティング“を推奨した。
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3１．はじめに
高度経済成長期の終焉から、日本経済は「失われた２０年」と呼ばれる長い低迷の
時代を経験した。グローバリゼーションや IT 技術の進歩に伴い、経営環境の変化はよ
り大きく・より速いものへとなってきている。様々な業界で旧来の「同じルールの中
での競争」から、新しい「ルールそのものが変化する競争」への移行が進んでいる。
環境の変化に合わせて、自社（事業内容・組織制度・組織文化等）を変化させていか
なければ継続的な成長は達成することが出来ない時代である。
しかし、これまでの成功体験や長い安定の時代を通して、多くの日本企業に「変化に
消極的な姿勢・意識」が染み付いてしまっている。
本稿の目的は、将来の環境変化に向けて意識変革を行うことの重要性を改めて確認
すると共に、リーダーとして組織の構成員の意識変革を行う有効な手段について認知
プロセスの視点から考察することにある。大きな環境の変化に対して意識変革するこ
とで危機を乗り越えたいくつかの企業について、認知プロセスの先行研究から得られ
た知見を元に事例研究を行う。
２. 意識変革の重要性
「彼を知り己を知れば百戦殆うからず」
『孫子の兵法』が残した多くの格言は、今日における戦略策定に十分に通じる部分が
ある。
変化の激しい時代において、我々はどう対処をしていくべきなのか。これを考える
上でもまず重要になるのは、その変化がどんなものであるかを整理することである。
本章では、現代における環境変化を考える上で外すことが出来ない、いくつかの事柄
について改めて確認を行う。
2.1 グローバル化の影響
米国コロンビア大学のスティグリッツ教授はグローバル化を「移動と通信のコスト
が低下することによって貿易と資本移動が増加し、結果として世界の国々がより緊密
に統合されていく状況をさす」と述べた。“グローバル化”という概念をどう捉える
かについては多くの議論が存在するが、本研究においては経済統合・経済発展という
文脈にのみ焦点を当て議論を進める。（文化や知識の共有、宗教や思想の伝播、市民
社会の形成及び環境運動といった面を含めることは控える。）
第二次世界大戦以降の貿易自由化と各国の経済発展に伴うグローバル化は、企業が
経済活動を行う上での前提条件を大きく変化させた。まず、単純な「規模」という側
面だけを考えても、世界経済という言葉が持つ領域の広さが拡張されたことが挙げら
れる。同国企業の国内シェア争いは企業活動における一側面でしかなくなり、利潤の
追求を求める上では海外進出・外国企業との競争は必然のものとなった。アジアやヨ
ーロッパといった特定地域の区切りは、もはや世界経済という大きなドメインの中の
一つのサブ・ドメインでしかなくなっている。
世界規模の競争を通して強力な多国籍企業が誕生したことも、グローバル化の影響
の一つであろう。英国の政治経済学者のスーザン・ストレンジは著書『国家の退場』
4の中で、「超国家企業」と呼ぶ世界経済の強力なプレーヤーの存在を認めている。同
氏は、国際的生産を通じた世界統合の加速によって一部の多国籍企業は経済運営面で
政府と並ぶパワーを持ち、国家の壁を越えて市民社会と直接政治的な関わりを持つ（超
国家企業へと成長）までに至っていると指摘した。
規模・プレーヤーの成長に加え、競争のステージについても大きな変化が
世界市場の拡大・強力な国際的企業が誕生する中で、企業や国家などの各プレーヤー
の活動を規定するルールの重要性がより高まってきたことは想像に難くない。中井（２
００９）はこの点について、金融システムというドメインを例に挙げ、①国際的な金
融機関（IMF、世界銀行、WTO、BCBS、IOSCO 等）②米国（国家における最大のプ
レーヤー）③EU（統合体として強力である）など複数のプレーヤー間で“誰がルール
を実行化するのか”“ルールをどのように決定するのか”というゲームが展開されて
いることを指摘している。多くの企業が日常的に行っている顧客獲得競争やデファク
トスタンダード争い（例：家庭用ビデオにおける VHS とベータマックスの規格争い）
といった「ルールの中での競争」に加え、新たに「ルールを決める競争」が世界規模
で行われるようになったのである。「日本がルールの実行化主体になろうと努力して
もなかなかなれず、中国の存在感が次第に増してきて混沌としている」と述べている。
日本はより強い競争力を持つことが必要に迫られている。
グローバル化は各企業・国家に成長の可能性と飛躍に向けた様々なチャンスを提供
すると同時に、我々を敗者と勝者を二分するようなより苛烈な競争へと誘っているの
である。
2.2 IT 革命の影響
グローバル化の進展と合わせ、大きな環境変化を生み出したのが IT 革命である。
ICT(Information and Communication Technology：情報通信技術)の発達と一般家庭へ
のパソコンや携帯電話の普及は、我々の生活を一変させたと言っても過言ではない。
それまでテレビのニュースや新聞・雑誌で得ていた速報性の高い情報を携帯電話・
スマートフォンから簡単に入手可能になり、インターネットを通して世界中の人々と
コミュニケーションをとることすら容易に出来るようになった。地図を事前に準備し
なくとも目的地までの道順を簡単に調べることが可能になり、携帯端末にからダウン
ロード/ストリーミングすることで音楽/動画をいつでもどこでも楽しむことが出来る
ようになった。携帯電話が普及した現在において“友人と待ち合わせ場所でうまく会
えない”などということは、もはやドラマの中ですら起こらない現象である。
IT 革命が与えた影響を正確に表現することは難しいが、代表的なものとして“パラ
ダイムシフト”と “サービスの垣根の曖昧化”という２つを挙げたい。それまで当然
のことと考えられていた認識・考え方・社会全体の価値観が大きく変化し（パラダイ
ムシフト）、また、様々な IT 技術を活用することで異なる業界が提供していたサービ
スが混ざりあり、その境が曖昧になってきているのである。
例えば、SNS 上でのやり取りが現実の世界でのやり取りと同様（もしくはそれ以上）
の力を持つようになると誰が予測出来ただろうか（コミュニケーションのパラダイム）。
5エネルギーインフラと ICT インフラを連携する「スマートグリッド（次世代電力網）」
という発想（サービスの垣根の曖昧化の典型）も IT 革命以前には考えられないもので
ある。（電力供給を ICT により最適に制御・運営することでエンルギー効率の向上を
出来ると考えられており、東日本大震災以降に電力供給能力・省エネ・節電対策が図
られるなかで注目を集めている。）
IT 革命は影響の範囲という面だけでなく、普及及び技術革新のスピードという面に
おいても圧倒的なインパクトを持っている。
単純な情報流通量のみでさえ、情報通信技術の発達・インターネットの普及に伴う
増加速度は爆発的である。（総務省情報通信政策局情報通信経済室による平成１８年度
情報流通センサス報告書（※１）では電気通信系の「選択可能情報量」（※２）は平成
８年〜平成１８年の１０年間で５４３倍と急増している。また、同省が平成２３年に
発表した情報流通インデックス（※３）の計量結果（元データは平成２１年度まで）
によればインターネットの情報流通量は平成１３年〜平成２１年で７０倍以上に増加
している。）
また、アメリカの発明家レイ・カーツワイルはコンピュータの性能は指数関数的に
成長するという“収穫加速の法則”を提唱した。カーツワイルはコンピューティング
性能を「１９９０年代に昆虫１匹の脳ほどの能力であったものが、２０２０年には人
間１人分の脳の力になり、２０５０年には全人類の脳すべてと同等の能力を獲得する」
と予測している。こうした予測を裏付ける例として、１９９０年に開始されたヒトゲ
ノム解読プロジェクトを挙げる。このプロジェクトは当時のコンピュータの能力では
何千年もかかるとされていたが（技術進歩の速度を加味して計画では１５年が目標と
されていた）、実際には２００３年に報告書の第一草稿が提出されている。また、２０
１６年３月には、コンピュータ囲碁プログラム「AlphaGo（アルファ碁）」が Google
DeepMind 社によって開発され、当時世界最強と言われた韓国のイ・セドル棋士を５
番勝負（４勝１敗）で下している。
収穫加速の法則を提唱したレイ・カーツワイルは指数関数的な進歩を遂げる情報テ
クノロジー能力が“特異点（シンギュラリティ）”と呼ばれる領域にまで達する日は近
いと指摘している。彼が考える“特異点”は様々な側面を含んでいるが、下記にいく
つか紹介する。
・ 機械が非生物的な知能の特徴である処理スピードと記憶容量・知識共有能力に加え、
人間の長所でもある生物的なパターン認識能力を持つようになる。
・ 機械が人間の持つ設計技術能力を獲得し、機械自身の設計にアクセスし、自身を操
作する能力を持つことになる。この設計の繰り返し、改善サイクルも加速する。
・ 他者の感情に理解して適切に反応するという人間の能力も、機械知能が理解して自
由に使いこなすようになる。
・ ナノテクノロジーを用いてナノボットを設計する。分子レベルで設計されたナノボ
ットは、人体の中で無数の役割を果たし、人間の体験の幅の拡大・知能の大幅な飛
躍をもたらす。
6しかし、機械が人間的な（生物固有の）能力までも獲得するという点を取り上げて、
「機械が人間を超える日」が来ることを単純に“特異点”とすることは軽率である。
カーツワイルは、人間の生物的な限界を認めながらも、さらなる人間の能力の向上・
進化も“特異点”の側面として捉えており、到達後においても人間的な社会を維持す
る未来を期待している。
最後に、ドイツ政府が２０１１年に掲げた「インダストリー４．０」という政策ヴ
ィジョンの中核には、生産工程で機会が自ら学習する「スマートファクトリ（考える
工場）」というコンセプトが存在している。こうしたドイツの動きを始め、既に新しい
産業革命に向けた準備が各国で着々と進められている。その主役は IoT・AI・クラウ
ドソーシング・ビッグデータの活用などである。（カーツワイルの予測と合わせて考え
ると現実味が湧くが、）遅くとも２０３０年頃までには世界に大きなインパクトを与え
る新たな産業革命が起こる可能性が高いのである。
【備考】
※１：情報流通センサスとは、全国を対象に各メディアに共通の尺度で我が国全体
の情報流通を計量し、総体的かつ定量的な把握を行うことを目的として総務省行っ
ていた調査
※２：選択可能情報量とは、各メディアの情報受信点において選択可能な形で提供
された情報の総量である
※３：情報流通インデックスとは、情報通信メディアの状況、インターネットによ
る情報流通の拡大等の動向を的確に把握することを目的に総務省が行っている調査
である。（情報流通センサスの代わる新しい調査である。）
2.3 世界規模での大きな流れ
グローバル化や IT 革命以外にも、世界規模で進行するいくつかの重要な流れについ
て触れる必要がある。
まず、経済価値の所在の変化は確実に進行している。イギリスの経済学者コーリン・
グラント・クラークは「経済社会・産業社会の発展につれて、第一次産業から第二次
産業、第二次から第三次産業へと就業人口の比率および国民所得に占める比率の重点
がシフトしていく」とするペティ＝クラークの法則を提唱した。
また、「人口」においては日本・世界両面で今後より問題が深刻化することが懸念
させている。
日本の人口は２００４年をピークに減少に転じ、２０１５年は１億２７１１万人（１
５年国勢調査より）であった。２０１２年に発表された国立社会保障・人口問題研究
所の将来推計人口（出生中位）によれば、日本の人口は２１１０年には４２８６万人
まで減少すると見られている。約１００年間で、日本の人口は３分の１にまで減少す
る計算である。確かに経済成長は人口によって決定するものではないし、移民の受け
入れ（制度の見直し）・平均寿命の延長（医療技術の進歩）・AI や IT 技術による労働
の置換（イノベーション）といったことも加味すれば、必要以上に悲愴感に囚われる
7ことはないかもしれない。しかし、人口増加を前提としていた日本の社会保障制度に
は既に軋轢が生まれており、人口問題は日本国民全員にとって今後より重要な課題に
なるだろう。（少子化により現役世代が減少し、高齢化により高齢化者が増加すれば、
財政が苦しくなるのは当然である。）
一方、世界に目を向ければ、日本とは反対に「人口増加」「過剰人口」が大きな問
題となっている。経営アドバイザーとして活躍するインドのラム・チャランは、これ
から世界的に起こる事態を「傾いた世界（Global・Tilt）」と表現し、先進諸国に対し
て強い警鐘を鳴らしている。チャラン氏の言う Global・Tilt の要旨とは「ビジネスと
経済のパワーが、北側の国々から、北緯三十一度線より南側へとシフトする」という
ものである。（これはビジネスの長い歴史において最大の変化であり、氏も「旧来の
発想や経験則に頼ることは危険であり意識変革が重要である」点を強調している。）
こうした考えの裏付けの一つとなっているのも、南側での急激な人口増加である。そ
のスケールの大きさは“桁外れ”であり、「これまでの１０年間で１０億人の消費者
が新たに世界に加わったが、これからの１０年間では、さらに２０億人が消費者とし
て加わる」とも言われている。
また、２０１５年９月に国際連合で採択された「我々の世界を変革する：持続可能
な開発のための２０３０アジェンダ」においても、世界が２０３０年までに解決すべ
き課題目標は、「目標１.あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」「目標２ .
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を推進する。」
と設定されている。
日本には自国の人口減少という問題だけでなく、世界の人口増加に伴う経済バラン
スの変化や食料不足などの全世界的な問題に対しても対応が迫られているのである。
2.4 意識変革の重要性とリーダーの役割
前節まで企業が経済活動を行う上で重要になる環境変化について、様々な視点から
整理してきた。ここで明確になったのは、こうした環境変化が今後より一層大きく・
速いスピードで進行する可能性が高いということである。あらゆる面で「再定義化」
が進む大きな環境変化からはどんな資本・伝統を持つ企業であっても逃れることは不
可能である。
私はこうした変化の時代においては“旧来の感覚を持ち続けること”こそが、企業
に大きな不利益をもたらす原因だと考えている。
直近を振り返ってみても、１９９０年以降“失われた２０年”と呼ばれる不名誉な
時代を日本が築いてしまった原因の一端は「多くの日本企業が高度経済成長における
成功体験を引きずってしまった」ことにあるのではないだろうか。過去の失敗から学
び、世界市場でさらなる活躍を目指すために、今こそ旧来の感覚を捨て去る“意識変
革”を行う必要がある。
変化の時代において、組織を牽引するリーダーの役割は特に重要になる。新しい時
代の“荒波を越える”ために、リーダーはこれまでの常識や成功体験を捨て去る勇気
を持ち、組織全体の意識変革に取り組まなければならない。
8もちろん、長い時間をかけて組織及び組織構成員に浸透している意識・考え方を変
えることは容易ではない。様々な活動・必要な手順を踏まなければ達成出来るもので
はないし、各企業・組織のおかれている環境が大きく異なる点を考えれば、そのプロ
セスも千差万別である。
しかし、私は企業・組織の差に関わらずリーダーが変革を進める上で共通して重要
になる部分があると考えている。それは変革の初期段階におけるリーダーの行動（フ
ァースト・アクション）である。これは、リーダーのファースト・アクションが“そ
の後の様々な活動が組織構成員に好意的に受け入れられるか/意識変革に有効に機能
するか”という点に深く関係していると考えるからである。
次章以降において先行研究を通して理論の整理を行った後、事例研究を行うことで、
組織の意識変革に向け有効になるリーダーのファースト・アクションとは何かについ
て迫っていく。
３． 意識変革のメカニズム—認知学派理論・リスク認知に関する先行研究— 
環境がこれまで以上に大きく変化することが予測される状況において、旧来の意識
をそのまま持ち続けることが大きな危険性をはらんでいる点については確認すること
が出来た。
では、企業のさらなる成長・飛躍を目指すリーダーとして、我々はどうすれば多く
の組織構成員の意識を変革し、組織全体として環境の変化に対応することが出来るの
だろうか。これまで行われてきた人の認知に関するいくつかの先行研究を通して意識
変革のメカニズムを整理することで、リーダーが行うべき具体的な行動についての糸
口を探っていく。
3.1 ハーバート・Ａ・サイモンの「限界合理性」と「満足化理論」
ヘンリー・ミンツバーグは著書「戦略サファリ」の中で経営学を１０種類の学派に
整理し、説明を行っている。その中でコグニティブ・スクール（認知学派）と呼ばれ
る、経営戦略の策定プロセスに個人・組織の認知という切り口から迫った学派が存在
する。
ハーバート・A・サイモンはそれまで組織現象の主要な研究対象が組織における「行
動」や「行為」であった１９３０年代おいて、研究対象を先行する意思決定プロセス
まで遡ることで理論構築を試みた認知学派の先駆者である。サイモンが提唱した理論
の中で、後世の認知学派に大きな影響を与えたものが人の意思決定に関する「限定合
理性」と「満足化基準」である。
＜限定合理性＞
意思決定とは「各人が合理的と思う選択を行うこと」を意味している。合理的選択
を行う場合の課題は、「代替案の列挙」「代替案から生じる結果の確定」「結果の比
較評価」の３つである。サイモン以前の新古典学派経済学が想定する「客観的な合理
性」による意思決定とは下記のようなものである。
9「（a）意思決定に先だって、パノラマのように代替的選択肢を概観すること（b）各
選択によって生じる複雑な所結果の全部を考慮すること（c）全代替的選択肢から一つ
の行動を選択できる基準としての価値の体系をもっていること、これらのことによっ
て自分の行動すべてを統合されたパターンへとつくりあげること」
これに対してサイモンは、３つの理由を挙げ客観的合理性は現実にはかけ離れてい
ると指摘した。
第一に、人間の知識は常に不完全な状態である。
第二に、人間はある代替案がもたらす結果を完全に予測できない。
第三に、人は、可能な行動すべてを一度に想起することはできない。
つまり、現実の人間の選択における合理性は、限定的なものにならざるを得ないの
である。サイモンはこれを「限定合理性（bounded rationality）」と 呼んだ。
＜満足化基準＞
サイモンは完全な合理性を備えていない現実の人間の意思決定行動については「満足
化基準」が働いていると指摘した。例えば、現実的には下記のような意思決定行動が
見られる。
・ 自身の不完全な知識の中で考えられるいくつかの代替案の中から最適と思われる
ものを選択する
・ 代替案の知的探索活動を一定時間だけ行い、その結果得られた代替案から最適と思
われるものを選択する
・ ある程度適していると思われる代替案を見つけることができたならば、以降の代替
案の列挙（探索活動）を打ち切る
つまり、現実的な意思決定においては「満足するか否か」という基準が重要になって
おり、限定合理性に支配された人間の選択行動はこの「満足化基準（ satisfactory
standard）」に従わざるを得ないのである。
不確実性が高まる変化の時代においては、対応が必要な危機・変化そのものを事前
に察知するために探索を行うことは確かに重要である。しかし、人の認知には限界が
あり、探索の範囲を無限に広げていくことは不可能である。IT 技術が進歩した現在に
おいても、人間の知識は不十分であり、代替案を全て列挙し絶対的に正しいものを選
択する能力を有していない。
ここではっきりと言えることは、リーダーは組織構成員の認知に限界があることを
十分に考慮した上で、変化に対応出来る体制を整えることが求められるということで
ある。組織構成員に対して従来のタスクと新しい将来へのリスク対応の両方を求める
ことは非現実的であろう（右を向きながら左を向けと言っているようなものである）。
探索の領域を見極めてある程度の方向性を指し示すことも必要であるし、何より、“た
とえそれが限定的な合理性であったとしても”リーダーは強い気持ちで意思決定を行
うという勇気と決断力が求められているのだ。
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3.2 コグニティブ・スクールの並列情報処理モデル
Corner(１９９４)らは企業の戦略的な意思決定のメカニズムについて、組織レベルと
個人レベルの情報処理の観点を統合する「並列情報処理モデル」を考案した。彼らが
こうしたモデルを考案した背景として、それまでの研究では個人・組織どちらかの単
一レベルにだけ焦点を当てたものが主流であったことがある。彼らは企業で行われる
意思決定には「個人」と「組織」両方のレベルが存在することを認めていたが、戦略
的意思決定に関して理解を深めるためには両方のレベルを説明可能な実践的なモデル
の構築が必要であると考えたのである。
並列情報処理モデルの大きな特徴は、個人・組織の意思決定のプロセスをそれぞれ
別々でなく“統一したプロセス”で説明している点にある。具体的には、「注意の喚起」
「符号化」「保持/検索」「意思決定」および「結果」の各プロセスをセットとしている。
図表１： 並列情報処理モデル
（出所）Corner（1994）『Integrating Organization and Individual Information Processing
Prospectives on Choice』
図表１で示されるように、個人（トップ・マネジメント・チーム）と組織の２つの
レベルで各プロセスが循環される。
また、彼らは並列情報処理モデルの統合的で包括的な見方は、下記の２点を検討す
ることが可能であり、戦略的意思決定の理解をより深めることが出来るとしている。
① バイアスがどのように選択肢に入り込むのか
② 意思決定において個人・組織の２つのレベルがどのように相互に影響しているのか
（個人・組織を繋ぐリンク機構がどのように構築され、機能しているか）
Corner らは、例えば「コスト・リーダーシップ」という戦略も並列情報処理モデル
を活用することで、従来とは別の理解・表現をすることが出来ると考えた。（従来の知
組織レベル … → →
※
戦
略
的情報 意思
決
定
※
個人レベル … → →
トップ・マネジメント・チーム
・マーケティング担当副社長
・製造担当副社長
・最高経営責任者
組織的結果
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動
個人的結果
意味の共有 フレーム化
された解釈
共同化 役割
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動
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恵では、単に“経済的および構造的要素のセット”として表現されてきた。）
つまり、並列情報処理モデルを活用することで「コスト・リーダーシップ」戦略を、
（1）“業界の他企業とコストに基づいて競争する”というトップ・マネジメント・チ
ームの決定
（2）企業の構成員に対する“コスト削減と効率性の追求”というメッセージの伝達
という２つの文脈で表現することが出来るとした。個人の決定が組織への行動に影響
を与えるメッセージとなり、それが実際に伝達されて初めて戦略が形になるとしたの
である。
こうした例からもわかるように、従来のモデルに比べ戦略的意思決定のプロセスを
より実践的に表現可能であり、「リーダー（個人）がどのようなアクションを取ること
で組織構成員（組織）の意識変革を促すか」という点を考察する上でも有効なモデル
であると考えらえる。本稿においては、この並列情報処理モデルを採用し、このモデ
ルをベースに意識変革の方法について研究を進めていくこととする。
3.3 リスク認知バイアス（リスク１・２、システム１・２）
環境変化によるリスクがこれほど高まった時代は過去に存在しなかったといっても
過言ではない。しかし、そうしたリスクを正しく認知し対応している企業がどれほど
あるだろうか。（例えば、変化が大きく・速くなるのであれば、よりスピード感をも
った意思決定が行えるような体制作りにいち早く取り組む必要があるかもしれない。）
本節では「組織の存続に関わるような大きなリスクが、なぜ過小評価されるのか」
という点について整理する。
長瀬（2012）は多くの研究がなされていた“認知の二重過程理論”から認知を「シ
ステム１」「システム２」（多くの研究の中では比較的中立な呼称である）、それに
対応する形でリスクを独自に２つのタイプ「リスク１」「リスク２」に分類している。
図表２： 長瀬による認知とリスクの分類
分類
特
徴
システム１ 1.無意識的 2.感情的 3.自動的 4.低負荷 5.多重 6.高速 7.短期的視野
8.全体的 9.イメージを使
用
10.領域固有的 11.文脈依存的
システム２ 1.意識的 2.論
理
的 3.制御的 4.高負荷 5.単一 6.低速 7.長期的視野
8.分析的 9.言語や数値などを使
用
10.一般的 11.絶対的
リスク１ ①イメージが鮮明である ②確実性が高い
③距離的に近く時間的にも差し迫っている
④リスクにさらされている時間が短い ⑤絶対的なリスクである
リスク２ ①
物理
的な実体のような鮮明なイメージが喚起しにくい
②リスクの存在が距離的に遠く感じられる
③起こる確
率
が比較的に小さく、起こるとしても遠い先に思われる
④リスクに晒されている時間が長時間に及ぶ ⑤相対的なリスクである
「目の前の
捕食者」
認
知
リ
ス
ク
「まれに襲っ
てくる天災」
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（出所）長瀬勝彦（2012）「リスク認知のバイアス：なぜリスクが過小評価されるのか」,
『組織科学』Vol.45 No.4 ,p.56-65,白桃書房. をもとに筆者作成
人間の認知には進化の過程で獲得した時期が異なる２つのシステムが存在している。
比較的早期に獲得した「システム１」と、新しく獲得した「システム２」である。人
は様々なリスクに対して、２つのシステムを活用することで認知・評価し対応してい
るのである。
これに対して長瀬は認知と同様にリスクも異なる特徴を持つ２つに分類できると考
え、「目の前に捕食者などの外敵が現れたような状況：リスク１」と「まれに襲って
くる天災など：リスク２」とした。現代社会において企業が直面するリスクの多くも
天災と同じような特徴を持っているため、リスク２に分類される。（第２章で整理を
行った様々な環境変化もリスク２と考えられる。）
これらの分類をもとにした「各認知システムに関する考察」と「リスク２がなぜ過
小評価されるのかの考察」は以下の通りである。
【各認知システムに関する考察】
・ 「リスク１」に対しては「システム１」で対応することは容易である
・ 「リスク２」に対しては「システム２」でも適切に対応することは出来ない
・ 「リスク２」のリスクの大きさを適切に評価することは「システム２」の論理力を
駆使しても難しい
・ 「リスク１」「リスク２」の評価どちらにも「システム１」の感情的要素が大きな
役割を果たす
・ 経験から帰納的に選択肢の良し悪しを推定する能力については「システム１」が「シ
ステム２」を上回ることがある
【リスク２がなぜ過小評価されるのかの考察】
・ 鮮烈なイメージが喚起しにくい
・ リスクの存在が距離的に遠く感じられる
・ 起こる可能性が比較的小さく、起こるとしても遠い先に思われる
・ リスクにさらされている時間が長時間に及ぶ
・ リスクとベネフィットがトレードオフ
つまり、企業が直面する環境変化（リスク２）はそもそも認知することが難しく、
リスクの大きさを適切に評価することが難しいものなのである。
（もしくは、第２節で確認したように、企業の意思決定は「リーダー：個人」と「組
織構成員：組織」が相互に影響し合うことで進行するダイナミックなプロセスである。
つまり、リーダーがリスクを認知していても、「リスクの大きさを組織に適切に伝達
出来てない」ことで対応が遅れてしまっていることも可能性として考えられる。）
では、リスク２を適切に評価・対応することは不可能なのだろうか？長瀬はこの点
についても幾つかの可能性を示している。１つ目は、「リスク２」があたかも「リスク
１」のように感じられるように鮮烈なイメージと結びついたメッセージを与える、こ
とである。 確かに、「リスク２」を緊急に対応が必要な「リスク１」と認識させるこ
13
とが出来れば、認知システムをフル活動させて対応を取らざるを得ないはずである。
２つ目は、「リスク２」のリスクの大きさを長期的な取り組みを通して「システム２」
に訴えかける、ことである。例えば日本人の貯蓄率や生命保険への支出の高さは、「老
後のリスク」「事故のリスク」などを長期的に訴え続けられたことで「システム２」が
合理的に備える判断をしたと説明出来る。
４．チェンジ・リーダーの意識改革へのファースト・アクション—事例研究—
前章までにおいて、人の認知には限界があること、またリーダー（個人）の意思決
定が組織構成員（組織）に伝達されることで組織全体の意思決定が進んで行くプロセ
スについて整理することが出来た。また、環境変化のようなリスクは“認知すること”
そのものが難しいこともわかってきた。
本章では前章までに得られた知見をもとに、実際に過去のリーダーたちが環境の変
化にどう対応してきたのかについて事例研究を行う。特に、「リーダーが変革を目指す
上でどのようなファースト・アクションを行ったのか」について注目する。（[2.4 意識
変革の重要性とリーダーの役割]でも簡単に触れたが、）これは組織構成員の積極的な
参加が組織変革には必要不可欠であり、そのためには「変革の初期段階で組織構成員
の意識変革が行われること」が重要であると考えるからである。
（逆説的ではあるが、変革を成功させた事例におけるリーダーのファースト・アクシ
ョンは組織構成員の意識変革に有効なものである可能性が高く、研究対象としている。）
4.1 GE の事例ージャック・ウェルチの改革ー
ジョン・F・ウェルチ・ジュニア（ジャック・ウェルチ）は１９８１年に GE（ゼネ
ラル・エレクトリック）の CEO に就任した。１９８１年当時、GE は１年で２５０億
ドルの売上高・１５億ドルの利益を生みだし、４０万４０００人の従業員を抱え、株
式総額でもアメリカで第１０位の大企業であった。にもかかわらず、ウェルチは強い
危機感を覚えていた。その理由は、１９７０年代を通して世界的な事業環境がゆっく
りとだが確実に変化しており、そうした環境変化に対する対応が当時の GE では不十
分であると感じていたからである。
例えば、当時 GE には３５０の事業に分かれ、４３の戦略事業単位でまとめられて
いたが、市場で１位もしくは２位の地位を確立していたのは「電球」「発電システム」
「モーター」の３つだけであった。実に利益の８０％を生みだしていた電気・電子機
器の製造事業も斜陽の兆しが見えていた。（米国全体でも１９７１年に３．４％にし
か満たなかったインフレ率は１９８０年には１８％にまで到達していた。）また、世
界の貿易額は１９８１年に２兆ドルに達し今後も拡大することが予想されていたが、
GE は長く国内市場だけで繁栄してきなこともあり「国際競争力」という面では対応が
遅れていた。鉄鋼業などで日本企業が低価格で高品質が商品を提供するようになり、
ウェルチは国際競争が今後さらに激しさを増すことを予期していたのである。
ウェルチは誰よりも危機感を持ち改革の必要性を感じていたが、同時にそれが簡単
なものではないことも理解していた。ウェルチのこんな言葉が残っている。
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「みんな変化を嫌う。改革をしようと言えば、口々こう答える。『いまのままがい
い。だから、ここにいる。いまのままが嫌なら、ここにはいない』と。」
（『ウェルチ リーダーシップ・３１の秘訣』P１７〜１８より引用）
ウェルチは改革を進めるためにはまず会社の文化を変えること、特に官僚主義的な
組織構造・考え方を排除することが何より先決であると考えた。当時の GE は巨大な
官僚機構であり、何と工場の現場から会長までに１２もの階層が存在していた。本社
のスタッフは現場の声に耳を傾けずボスのご機嫌とりばかりしており、会社で行われ
る会議の多くが価値を持たない“受け身”のものになっていた。こうした慣習は司令
統制型が機能し業績を伸ばすことが出来たのは過去の時代のものであり、新しい時代
に向けては新しい組織体制・文化を作り上げ古い慣習を無くすことが必須であった。
競争環境の激化に対してウェルチが掲げた戦略は明快であり「ナンバー１かナンバ
ー２を目指す」というものである。他社を圧倒できる事業・及び将来有望な育成価値
のある事業にだけ資源を集中し、それ以外の事業は常に「再建か、閉鎖か、売却か」
を選択する。黒字になるか赤字になるかわからない事業をいくつも抱え、業績の良い
事業で業績の悪い事業の補填をするようなやり方では、激しい競争には勝ち残ること
は出来ないと判断したのである。
では、こうしたウェルチの掲げた戦略を GE 社員はどのように受け止めたのだろう
か。おそらく、好意的に受け止められてはいなかったはずである。そもそも「ナンバ
ー１・ナンバー２戦略」を掲げた当初、ウォールストリートのアナリストでさえその
意図を十分に理解することが出来なかったという。利益が出ている１１５年続く伝統
ある大企業の GE が、なぜそんな大規模な改革を行う必要があるのか理解が出来なか
ったのである。これは GE 社員のほとんどが同様に感じていたことだろう。ウェルチ
が認知していた危機感は紛れもなく「リスク２」の類であり、組織構成員にはそれを
認知することが出来なかったものと推察される。
私はこうした状況から組織構成員の意識を大きく変えることに効果を発揮したのが、
戦略実行と合わせて断行された徹底的な「ダウンサイジング」であり「ディレイヤリ
ング（階層の削減）」であったと考える。１９６０年代〜７０年代のアメリカにおい
て労働者の雇用は「保障されるべきもの」と見られており、一部では「利益よりも雇
用が大切だ」という意見さえあった。今では「リストラクチュアリング」と呼ばれ、
“業績が悪化した企業が行う常套手段”という印象が浸透しているが、当時はまさに
「聖域を侵す行為」であった。しかも利益が出ている大企業が行うことは異例である。
そうした背景の中で、ウェルチが「ダウンサイジング」の必要性を打ち出したことは
社員に対して強烈なメッセージになったはずである。つまり、ウェルチのダウンサイ
ジングの断行は、彼（個人）が認知していた危機感（「リスク２」）を社員（組織）
に対して鮮烈なイメージとともに“緊急に対応が必要な危機”（「リスク１」）とし
て認知させることに有効に機能したものと考えられる。
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ウェルチが行ったダウンサイジングを通して１１万８０００人の従業員が GE を去
ることになった。同時に、１２層にも及んでいた階層は５〜６層にまで整理され、官
僚主義の廃絶と意思決定のスピードアップに繋がっていった。その後のウェルチの改
革はあらゆる面に及び、RCA の買収によるメディア事業への進出（M&A 戦略、多角
化路線の推進）、クロトンビルの改修及びリーダーシップ研修の本格化（人材育成）、
ワークアウトやシッグスシグマなどのフレームワークの導入よる業務プロセスの効率
化・業務の品質管理の向上（業務改善・官僚主義の排除）等・・・様々である。結果
としてウェルチは CEO を務めた１９８１年〜２００１年で売上高を 5 倍、純利益を 8
倍、時価総額を 30 倍に伸ばすことに成功した。
確かにウェルチの素晴らしい手腕を持った CEO であり、その功績は輝かしいもので
あるが、その裏にはそれまでの意識を大きく変え環境の変化に対応した多くの社員の
活躍があったことは言うまでもない。何より、ウェルチの後を継いだジェフ・イメル
ト会長兼 CEO も変革を続け、GE をさらなる成長に導いている。ウェルチが手塩に育
てた高機能プラスチック事業も、創業から続く家電事業も売却した。一方で、IoT とビ
ッグデータの技術を応用して開発した新型航空機エンジンを発売し、大きな利益を上
げている。新型エンジンを利用する航空会社は GE が行うデータ解析によるフィード
バック（エンジンから得られるデータを解析し、飛行距離の短縮化や燃費効率化の方
法を提案）を得られるため、多くの顧客から単なるエンジン以上の高付加価値商品と
して支持されている。時代に合わせて自らを変化させる姿勢が、官僚主義に変わる新
たな伝統として GE に根付いていることが伝わってくる。
図表３：並列情報処理モデルによるGEの改革
GE（
現状
を維持した場合の改革予測）
組織 → → → →
個人 → → → →
GE（ダウンサイジングによる効果）
組織 → → → →
個人 → → → →
大企業・利益が
出ている安心感
リスク継続
最悪退任
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
リスク認知
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
ウェルチの真意読み取れず
→改革に消極的 既存事業・旧来
の体質を継続
ウェルチへの
反発
ウェルチによる様々な改革
→中途半端
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
ダウンサイジン
グによる強烈な
リスク認知
危機感の醸成・階層の削減
・官僚主義の排除 積極的な変化
＆スピード感の
ある意思
決
定
成功体験・新た
な自信の
獲
得
ウェルチによる様々な改革→成功
（戦
略
・組織・業務効
率
化）
リスク探索範囲
の拡大
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
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4.2 IBM の事例ールイス・ガースナーの改革ー
 ルイス・ガースナーは１９９３年〜１９９８年の６年間に渡り IBM の CEO として
活躍した。彼の大きな功績は、IBM が苦しんでいた赤字体質を改善させた点にある。
＜経営悪化まで＞
IBM の初代社長、トーマス・ワトソン・ジュニアは「人材こそが IBM の最も重要な
資産である」という信念のもと経営を行った。「継続学習の原則」を掲げ社内外から
教師を導入し、十分な給与を払い、可能な限り最高の職場環境を作り上げた。同じプ
ロジェクトに対して複数のグループを作り競争をさせるというような、競争志向・結
果志向の環境を作り、最高品質の商品を開発し続けた。いつしか「IBM を導入して、
クビになった人のことを聞いたことがない。」と言われるほど、そのブランドは強大
なものに成長していた。
第二次世界大戦以後、コンピューター産業における IBMの力は圧倒的なものとなる。
１９６５年には売上高が２４億ドルにまで伸び、市場でのシェアは６５．３％であっ
た。１９７９年の売上高は９４億ドル、利益は３０億ドルまで成長した。
この“偉大な”IBM が１９８０年以降、経営を悪化させていく。理由は、IBM が圧
倒的な優位性を持っていたメインフレームのビジネス戦略に固執したためであった。
時代はパーソナルコンピューターへと傾いていた。マイクロソフトの会長兼 CEO ビ
ル・ゲイツが“８０年代〜９０年代に成長するのは、ソフトウェアだ”と見通してい
た時期に、IBM の首脳陣は依然として“ソフトウェアはハードウェアを動かすだけの
代物”と考えていたのである。
多くの成功体験に加え、「社員を大切にする」「社員は家族」といった伝統的な社
風が改革も不十分なものにしていた。当時の CEO ジョン・エイカーズは１９８６年〜
１９９１年にかけて従業員を２万１０００人削減し、米国内の工場１９カ所を閉鎖し
た。しかし、実際には通常の定年退職による人員減と非常に条件のよい早期退職制度
であり、閉鎖された工場の従業員は別の工場に異動しただけであり、抜本的なコスト
削減には繋がっていなかったのである。そして、こうした改革は本来の目的と反する
効果を発揮することになる。社員たちはもともとの保守的な姿勢から、さらに神経質
になり“事なかれ主義”に陥った。目的のない会議が続き、斬新なアイデアなどとて
も口に出来るような雰囲気ではなくなっていた。
CEO エイカーズに対する信頼も薄らいできていた。エイカーズは同社のビデオネッ
トワークを通じて全社員向けの声明を発表していたが、IBM の社員は画面の前を通り
過ぎるだけであった。IBM という企業の偉大さを誰よりも信じていたエイカーズにと
って、再生への道がなかなか開けない状況に落胆していた。５０人ほどの社内経営者
講座で彼はこんなコメントを漏らした。
「シェアが減り続けているとはとんでもない、頭に来る・・・ビジネスが危機的な状
況だというのに、皆あまりにものんびりしすぎている。」
17
＜ガースナーの改革 そのファースト・アクション＞
ガースナーが CEO 就任期間で行った改革は、文字にしてしまえばそれほど複雑なも
のではない。１度きりのダウンサイジングを行い、官僚主義の撤廃に向け「顧客第一
主義」を徹底させた。最も難しい経営判断といえば、前 CEO エイカーズが考えていた
IBM 分割プラン：通称“ベビー・ブルー”（事業ユニットによる連合体を形成するこ
とで危機を脱する）をどうするかという問題であった。ガースナーは顧客が求めてい
るのは“複雑な情報システムに関する様々な問題の解決策とソリューション”であり、
“全ての相談を１社で解決できること”であることと理解した。結局、IBM の分割プ
ランを否定し、“１つの IBM”を維持することが懸命であると判断したのである。
当時ガースナーが強く感じていた問題点は下記の点である。
・ 社員からの信頼が失われていること
・ 変革は社員にその必要性を理解してもらわなければ進まない
・ 変化を受け入れる組織を作ることが非常に重要
戦略や組織文化といった問題以上に、社員と経営陣の距離が離れてしまっているこ
とに対して、ガースナーは強い問題意識を持っていたのである。こうした問題に対し
て就任直後に行った一つのアクションが、組織構成員の意識変革に向け非常に有効で
あったと私は考えている。それは、４月６日付（就任が４月１日）で IBM 全社員に対
して送られた電子メールである。
『長い間会社に尽くしてきたのに「黒字化する」と言われたり、業績評価について解
説した新聞記事が出ることで、精神的に傷ついたり怒りがこみ上げたりした人も見受
けられました。私が就任したのは規模縮小の真っ只中のことで、苦痛に満ちたときだ
ったことはよくわかっています。誰にとっても苦痛を伴う時期だと思いますが、同時
にそれが必要であることも全員理解してくれていると思います。私が約束できるのは、
苦痛に満ちたこの時期をできるだけ早く脱出するためにあらゆる手を尽くすつもりだ
ということです。そうすれば我々には未来への展望が開け、我々のビジネスを再構築
することができるはずです。』
（日経 BP 社『IBM を蘇らせた男 ガースナー』P９５より引用）
このメールの内容には、ガースナーが将来的にダウンサイジングに取り組む（苦痛
を伴う）という点も含まれており、これまでのように終身雇用の体制を維持したまま
では会社を再生できないという意思を示したものでもある。実際にメールを見た社員
のどれだけがガースナーに対して好意的な印象を受けたのかは判断することは難しい。
しかし、メールの端々にこれまで経営陣が行ってきた格式的・官僚的な姿勢を否定し、
より感情的でフラットなコミュニケーションを求めるガースナーの意図が込められて
いるのが読み取れる。
ガースナーのメールによる全社員に対するメッセージは、一種の“注意の喚起”で
あると考えられる。すなわち、新しい CEO として“改革を行う”ということ、そして
その改革とは“これまでの伝統を壊すことである”という意思表示である。改革の初
期段階において、変革への“注意の喚起”行うことで、組織全体が改革に関する情報
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を意識的に吸収する体制を作り出すことが出来たものと推察する。また、苦痛を伴う
改革が必要であるということを伝えることは、目の前の危機的状況がすぐに対処が必
要なもの（リスク１）であることを改めて認知させる上でも効果的である。こうした
点を踏まえても、ガースナーの行動は、組織構成員の意識変革に有効的なファースト・
アクションであったと考える。
ガースナーは、メインフレームを主力事業として維持しながら、パーソナルコンピ
ューター事業及びサービス事業での収益増加に粘り強く取り組んだ。結果、１９９３
年に６４５億ドルだった売上高を５年後には８１７億ドルまで上昇させたのである。
製品ラインナップの多さが改善されていない点や、成長がサービス分野への資源投下
による一時的なものであるといった批判も存在したが、ガーz スナーが退任した直後の
１９９９年の第一四半期業績は四半期ベースで当時の IBM史上最高の売上高を記録し
ている。
図表４：並列情報処理モデルによる IBMの改革
4.3 日産の事例ーカルロス・ゴーンの改革ー
日産自動車は１９９９年３月期までの８年間で７回の最終赤字を計上し、連結有利
子負債は９８年３月時点で２兆５０００億円に達していた。まさに、息も絶え絶えの
状況である。従業員数は１４万８０００人。系列の部品・素材メーカーは１１４５社
に及び、もし日産自動車の破綻することになれば、日本経済全体に与える影響は計り
知れないものであった。
そんな状況で日産の経営改革を任されたのが、提携先の仏ルノー社から COO（最高
執行責任者）として着任したカルロス・ゴーン氏である。ゴーン氏が１９９９年１０
月１８日に「日産リバイバルプラン（NRP）」とプラン達成に向けた「３つのコミッ
トメント（必達目標）」を発表した。
IBM（エイカーズ時代）
組織 → → → →
個人 → → → →
IBM（ガースナー改革）
組織 → → → →
個人 → → → →
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
保持/検索 行動 個人的結果
成功体験・伝統による事業内容・業務内
容における強いバイアス 中途半端な
改革
リスク認知
リスク探索範囲
の拡大
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
旧成功体験忘却（バイアス消去）
変化の必要性を確認・「顧客視点」
獲
得 痛みを伴う
改革の断行
新成功体験・
改革意欲増進
改革の具体的方法の立案
経営層への
不信感
成功体験による傲り・伝統企業の文化が
足枷→思い切った
決
断が出来ず
社員への不満
注意の喚起 符号化
経営層へ
不信感払拭
社員への
メッセージ
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＜日産リバイバルプラン（NRP）＞
・ 従業員２万１０００人の削減、国内５工場の閉鎖
・ １３４９社に上る金融機関や部品メーカーの保有株式は４社を除き売却検討
・ 取引する部品、素材メーカーは１１４５社から６００社いかに半減
・ 販売会社２割削減
＜３つのコミットメント（必達目標）＞
・ ２０００年度に、連結当期利益黒字化を達成する
・ ２００２年度に、連結売上高利益率で４．５％以上を達成する
・ ２００２年度末までに、自動車事業の連結実質有利子負債を７０００億円いかに削
減する
そして、「３つのコミットメントの１つでも達成できなければ、経営陣は辞任する」と
宣言したのである。退路をたった経営再建宣言は、“新参者”として好奇の目にさらさ
れていたゴーン氏の印象を大きく変えるものであったことだろう。まさに並列情報処
理モデルにおける理想的な「注意の喚起」である。しかし、私はゴーン氏が行ったフ
ァースト・アクションの中で、この「注意の喚起」（リスクを認知させる）が変革を促
進させるための鍵になったとは考えていない。
実はゴーン氏は就任の前に多くの日産社員から聞き取り調査を行っており、その中
には労働組合の幹部たちも存在した。幹部の一人からはこんな言葉も聞こえたと言う。
「私たちはもう“計画”にはうんざりしています。特に成功しない“計画”には・・・。
過去に会社側が提案してきた“計画”はすべてそうだったのです！日産は血を流して
います。そして、従業員はそのことを心配しています。」
（日本経済新聞社「カルロス・ゴーン 経営を語る」（文庫版）P２６７引用）
つまり、こうした言葉に表れているように“リバイバルプランが発表される（注意が
喚起される）以前から現場で働く社員は十分にリスクを認知していた”と考えられる
のである。
では、何が日産の問題であったのだろうか。ゴーン氏が当初感じていた日産の印象
と、聞き取り調査を通して浮かび上がってきた具体的な課題をもとに考察を試みる。
＜ゴーン氏の日産の印象＞
「ホンダやトヨタに比べて、日産のイメージはあまりはっきりしませんでした。日産
は技術力のある会社でした。・・・中略・・・しかし、その一方で、会社としては、頭
もなければ尻尾もないような不思議な物体を見るような思いでした。深い考えもなけ
れば、戦略もない。何かいろいろな要素を寄せ集めただけの個性のはっきりしない会
社だったわけです。」
＜日産の課題＞
① 収益性志向の低さ ②ユーザーを考慮に入れない発想 ③危機感の欠如
④セクショナリズムの弊害 ⑤ヴィジョンがない
ゴーン氏が「危機感の欠如」として指摘したのは、“仕事に対するスピード感のなさ”
（ゴーン氏のイメージの１０倍時間がかかっていた）と“面目を気にして失敗や間違
いを認めない姿勢”といった点である。組織が危機的な状況に追い込まれているにも
20
関わらず「状況を打開するための対応が不十分/不適切である」ということは、一般的
な企業においてもよくみられる現象である。こうした現象が生まれる原因をリスク認
知のメカニズムと並列情報処理モデルを用いて整理すると下記のようなことが考えら
れる。
【リスクに対する対応が不十分/不適正であるという現象が起こる原因可能性】
原因１：個人・組織がリスクを全く認知していない。
原因２：個人（リーダー）はリスクを認知しているが、組織に対して「注意の喚
起」を行えていない（もしくは方法が適切ではない）ために組織がリス
クを認知できていない。
原因３：個人も組織もリスクを認知しているが、その先の段階に問題があり、リ
スク対応に関する情報処理が有効に機能していない。
原因４：「リスクにさらされている時間が長時間に及ぶ」ことで会社が危機的な状
況に陥る可能性（リスク２）を過小評価してしまう。（前章で長瀬が指摘）
業界全体の縮小傾向を言い訳に赤字決算を正当化してしまうような企業であれば、
「リスクの過小評価（原因４）」と明確に判断できるが、日産においてそれは当てはま
らない。（社員の言葉も証拠の１つであるし、何より過少評価していればゴーン氏が日
本に来ることもなかったはずである。）むしろ私は、日産は「情報処理が有効に機能し
ていない状態（原因３）」に陥ってしまっていたと考える。
「情報処理が有効に機能していない状態」とはどのようなものか、並列情報処理モ
デルを使って説明する。Corner らは情報の解釈または理解の段階である「符号化」に
おいて、バイアスが発生する可能性を指摘している。それは、個人やチームが情報処
理の効率を上げるために行う「符号化」という段階において、“既存の知識の一部が新
しい情報の理解に含まれる”ことが往々にしてあるためである。会社の中で“独自の
社内用語”が生まれ、一般的な言葉にも“外部の人間には理解出来ないニュアンスや
意味が含まれる”といったことがこれにあたる。また、Corner らはトップ層による情
報処理によって情報が強化されることによってバイアス発生の可能性が高まることを
問題点として指摘している。そして、バイアスは次の「保持/検索」の段階においても
引き継がれ、組織の集団記憶（手続き、慣習、戦略、技術、文化、およびフレームワ
ーク）として堆積されていくのである。
例えば日産では、“計画”という言葉には“経営陣から社員に指示されるもの”とい
う意味が、“業務”という言葉には“自身の部署の中だけで行うもの”というバイアス
が生まれていたと推察される。（本来であれば「リスクに対してどう対応すべきか」と
いう問題は組織構成員一人ひとりが考え取り組むべきものである。）つまり、長い期間
をかけてバイアスがかかった情報が組織の中で“符号化”され“保持”されることに
よって、組織全体が問題解決に向けた主体的な情報処理活動が行えない機能不全の状
況に陥っていたと考えられる。これはゴーン氏が感じた日産の“ボヤけた印象”やセ
クショナリズムの弊害といった課題にも通じるものである。
こうしたリスク対応能力が著しく低下していた日産に、ゴーン氏が注入した特効薬
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が“クロスファンクショナルチームの導入”であった。私はこの取り組みこそが変革
を成功させる上で有効なファースト・アクションであったと考えている。
ゴーン氏が導入したクロスファンクショナルチーム（CFT）とは、各部門から人を
集めて協力させる仕組みであり、セクリョナリズムをなくし全体最適を追求するツー
ルである。日産における CFT の実行・運用においては下記のような点が特徴として挙
げられる。
・ 「何をすればよいか」という計画の立案だけでなく、「いつまでに（期日）」「ど
こまでやるのか（目標）」という具体的な実行方法までを再建策を討議させる。
・ 各 CFT のリーダーは自身の専門分野以外に、もう一つのチームのリーダーも兼任
する。（各 CFT はリーダーを２名体制とする。）
これには「トップダウンで再建案を押し付けても計画は失敗に終わる」「コミュニケー
ションをとり、皆が一緒に問題解決に当たれることが大切」というゴーン氏の思いが
あった。時にはゴーン氏から直接「もっと挑戦出来ないか」と何度も要求し、限界ま
で高い目標を設定させたこともあったという。こうしたクロスファンクショナルチー
ムの運用を通して、日産は長い間歴史の中で知らず知らずのうちに自らで積み上げて
いた“バイアスの山”を取り除くことで変革の道を開通したのである。
図表５：並列情報処理モデルによる日産の改革
4.4 サイバーエージェントの事例ー藤田晋の改革ー
サイバーエージェントは１９９８年に現在の藤田晋社長が当時２４歳で立ち上げた
ベンチャー企業である。２０００年、当時史上最年少２６歳で東証マザース上場。今
では代表的なサービスとなった「アメーバ」だけでなく「AbemaTV」（メディア事業）
「Shadowverse」（ゲーム事業）といった多くのユーザーが利用するサービスを運営
する、誰もが知る企業に成長した。
日
産
（改革以前）
組織 → → → →
個人 → → → →
日
産
（ゴーン氏の登場・CFT導入）
組織 → → → →
個人 → → → →
組織的結果
注意の喚起 符号化 保持/検索
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動
行動
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
個人的結果
経営層への
不信感/失望
長い歴史・伝統によるバイアスの発
生
→リスク対応能力の低下
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
経営陣による一方的な再建計
画
の進行
リスク継続
焦燥感
リスクを認知
（共有）
消極的・
効果的でない
リスク対応
ゴーン氏による様々な改革立案
リスク解消＆
課題の発見
リスクを認知
（共有）
積極的・
効果的な
リスク対応
クロスファンクショナルチームによる
バイアスの解消・危機意識醸成
成功体験・
改革意欲増進
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サイバーエージェントという会社の印象を表現するならば、IT 企業・ベンチャー気
質・若さ、といった言葉が浮かんでくる。実際、正社員１６７１人のうち、実に９４％
が２０〜３０代であり、４０代以上の社員はわずか４％しかいない。また、サイバー
エージェントは新規事業育成にも積極的な企業であり、出身者が独立し起業している
ことからも事業の規模が拡大した今でもベンチャー気質が失われていないことは明白
である。２０１６年９月期の連結決算では売上高３，１０６億円（過去最高）・前年
同対比２２．１％を達成している。
一見順風満帆に成長してきたように見えるサイバーエージェントだが、多くの苦難
を乗り越えた歴史がある。２０００年の上場直後には IT バブルが弾け株価が低下、先
行きの見えない中で市場の評価も下がり続けた。一時は離職率が３０％を越え、週刊
誌の「危ない企業一覧」に名を連ねたことで、取引先から「御社と組むとうちの評判
が悪くなる」と言われる程であったという。インセンティブとして自社株を社員に配
ったことで藤田氏の株式保有率が低下、会社が買収される既の所まで追い詰められた
経験もあるというから驚きである。こうした様々な苦難を乗り越え、月次での黒字化
を達成したのが２００３年４月頃。上場から丸３年が経過していた。
創業期のサイバーエージェントは徹底した実力主義であり、優秀な人材を優遇し、
力のない人材は去ることが当然という文化の会社であった。一方で、新卒採用には特
に力を入れて取り組んでおり、優秀な人材をどう確保するかという問題に苦心してい
た。これは IT 業界がそもそも歴史の浅い業界であり、中途採用だけで優秀な人材を揃
えることが難しかったという背景がある。（また、当時は今以上に大企業に一度就職
した人材が市場に出てくることが極めて稀であった。）「新卒で優秀な人材を確保す
る」ことは他社との競争優位性を築くためにも重要な要素だったのである。しかし、
IT バブルが弾けると、ポテンシャルの高い新卒入社社員は先行きの不安から、実力の
ある中途採用社員は自身のキャリアアップのために、次々と会社を退社していった。
事業は少しずつ黒字化してきたが、藤田氏はこうした状況に強い危機感を覚えてい
た。「事業の好不調の波によってそんな簡単に人材が入れ替わるような会社では継続
性が弱いのではないだろうか？」「人が入れ替わるたびに断絶してしまうような会社
では、長期的な視野で経営できない！」
そして、ついに大きな決断をする。長く働く人を奨励する会社になるために、日本的
経営を手本に『終身雇用を目指す』という方針を打ち出したのである。藤田氏が考え
る“終身雇用”とは、育てた社員が定年まで働けるような魅力ある会社・職場を目指
すことであり、十分に能力を発揮できる環境作り・仕事に対する適切な報酬の支払い
を約束するということであった。
同時に、藤田氏は社員を巻き込んで次々に改革に乗り出した。
・ ビジョンの提起：「二一世紀を代表する会社を創る」
それまで漠然と伝えていた藤田氏の考えを、この時期に改めて明文化した。
・ 価値観の提起：「maxims（マキシムズ）」
豆辞典のような小冊子にまとめ全社員に配布を行った。
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・ 行動規範：「ミッションステートメント」
ビジョンを社員が目指すための基本ルールを明文化したもの。
サイバーエージェントではこのステートメントを会社のトイレに掲げており、逆さ文
字がトイレの鏡の中を覗くと映し出される仕掛けになっている。社員への情報共有・
周知徹底の方法についても工夫をこらしているのである。
「社員を大切にする」という会社側からのメッセージが伝わるとともに、離職率は
急速に低下した。中には、「社長、私はずっとサイバーエージェントで働きたいと思っ
ています」という言葉をくれた社員もいたという。また、社内恋愛をしていた社員が
次々に結婚を決めた。こうしたこともまた、社員たちのサイバーエージェントで長く
働きたい/働いていけるという決意/安心の表れであると考えられる。
リスク認知の観点から考えれば、社員の“退職”という選択はリスクに対する一種
の回避行動であると説明できる。目の前に捕食者などの外敵が現れたような状況（リ
スク１）に対して、生物が咄嗟に取る対応（システム１）の代表的なものは、「その
場からの逃走」である。改革前のサイバーエージェントでは、多くの社員が「なかな
か黒字化しない経営状況」や「IT バブルの崩壊（市場環境の変化）」という状況を強
力なリスク１と認知し、リスクへの回避行動として「退職」という選択を取ることに
なったと推察出来る。
しかし、冷静に考えるとサイバーエージェントの「黒字化しない経営状況」は社員
にとって「リスク１」なのだろうか？こうした経営状況は先行投資を行った結果によ
るものであり（事業自体は拡大を続け、売上は増加し続けていた）、成長期のベンチ
ャー企業にとってはある意味当然の状況のはずである。経営陣にとってのリスク２（長
期的な危機）ではあるかもしれないが、社員が回避行動を取るほどの強いリスク１（短
期的な危機）と認知したのはなぜなのだろうか。
このような“リスクの過大評価”が起こるメカニズムは、先行研究で指摘されてい
る「人が行うリスク（１・２含む）の評価にはシステム１の感情的な部分が大きく関
係している」という点に注目することで整理できる。つまり、「なかなか黒字化しな
い経営状況」や「IT バブルの崩壊」を“この会社は潰れてしまう”とネガティブなリ
スクとして捉えるのか、“先行投資を積極的に行っている”“他社に差をつけられる！”
といったポジティブな成長のチャンスと捉えるのかは、各個人のシステム１の感情的
な要素に大きく左右されるということである。あるリスクが経営陣にとってはリスク
２と認知され、社員にとってはリスク１と認知されるということは、十分に起こりう
るのである。
ベンチャー企業へ就職を希望する人材には、本来リスクをポジティブに捉える気質
の人が多いと思われる。藤田氏が「終身雇用を目指す」という方針を打ち出し、職場
環境を良くするための様々な活動に取り組んだことで、社員たちの認知システムが安
定しリスクを過大評価せず働けるようになったと考えられる。このように「社員の力
を最大限に引き出す環境」を整えたことが、サイバーエージェントで働く社員はもち
ろん、会社全体に大きな成長をもたらしたことは言うまでもないことである。
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図表６：並列情報処理モデルによるサイバーエージェントの改革
4.5 サイボウズの事例ー青野慶久の改革ー
サイボウズ株式会社は現在の代表取締役社長青野慶久を含めた３名が１９９７年に
創業した企業である。現在、「グループウェア」という主に企業で使われる情報共有ソ
フトの分野において日本のトップシェアを獲得している。２０１５年１２月期の決算
では、連結売上高で約７０億程度である。SNS の様な世界中に繋がりが広がっていく
わけではないため、閉じたメンバーだけで情報を共有する「グループウェア」という
サービスの市場は世界的にも既に飽和状態である。日本でトップシェアといっても、
決して安心出来るわけではない。
しかし、サイボウズは他の企業にはない特徴を有しており、事業規模以上に業界内
外から注目を浴びている。それは「チームワーク」「多様性」を生み出すために青野社
長が取り入れた数多くの先進的な取り組みである。例えば、２０１２年からは「ウル
トラワーク」という仕組を導入した。これは事前に申請を行えば、「働く場所と時間を
選べる」というものである。例えば、「図書館やカフェの方が集中して仕事を行える」
という社員や、「育児の都合に合わせて働きたい」という社員がいても対応可能な仕組
となっている。また、副業も全面的に許可されている。「会社の仕事にしっかり取り組
んでいるのなら、問題ない」という発想だ。実際に、社長室の中村龍太氏は、他の IT
企業とサイボウズの２社を“掛け持ち”している。さらに、育児・介護の休暇制度は
最長６年間・男女問わず取得可能であり、青野社長は３回育児休暇を取得している。（東
証一部上場企業のトップが育児休暇を取ることは極めて異例である。）こうした取り組
みもあり、2015 年には日本における「働きがいのある会社」ランキング（従業員 100
～999 名部門）で３位に選ばれるまでになった。
では、サイボウズが当初からこうした「チームワーク」「多様性」を大切にする企業
であったかと言えば、実はそうではない。１９９７年にリリースした「サイボウズ office」
がヒットし、成長。２０００年に３０名の社員を連れて大阪から東京に移動し、そこ
サイバーエージェント（改革前）
組織 → → → →
個人 → → → →
サイバーエージェント（改革後）
組織 → → → →
個人 → → → →
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
ITバブル崩壊・赤字続き・成果主義
→ネガティブなイメージが強化
離職者の増加
職場
環
境の
悪化
赤字続き→長期課題
成果主義→働きがい・キャリアアップ
人材確保の
コストが無駄
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
リスク過大評価
（リスク１認知）
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ビジョン＆チー
ム力に自信
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
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用
を
目指す！
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から２年間で従業員も７０人（倍以上）まで増員した。しかし、ここから大阪時代に
はあった一体感は急速に失われていった・・・。２００５年に創業から社長を務めて
いた高須賀宣氏が（ゼロから会社を作ることに強み興味を持っていたため、ある程度
成長したサイボウズの経営から手を引くこととなった）去り、創業メンバーの一人で
ある青野氏が社長に就任することになったが、この時には社内の歪みはかつてない大
きなものになっていた。青野氏が就任した翌年の２００６年には、離職率が過去最高
の２８％を記録している。
離職率の上昇の主な原因は下記のようなものである。
① 労働環境の劣悪さ：夜２２時を過ぎても半数以上の社員が残り仕事をしている状
態であった。青野氏も会社の立ち上げ時期からハードワークを続けていたため、
ベンチャー企業としてこうした働き方が当然だと考えていた。
② 事業部制と成果主義の評価制度による弊害
東京進出後に初めて人事制度を制定した。成果主義の制度（目標を上司と設定し、
その達成度合いによって点数をつける。）は「社員同士の関係悪化（協力をしな
い）」「事業部間での不公平感」「目標自体を低く設定（チャレンジ精神が強い
社員程評価が下がる・・・）」を生み出した。事業部制は１事業部の人数が少な
くなり、規模の小さい商品しか開発出来なくなっていた。
③ 経営状況の悪化
青野氏が会社の規模拡大を目指して M&A を繰り返したため、売上は増えたもの
の現預金２０億円を使い果たし、借入金で会社を回す状況に陥った。
こうした状況に追い込まれて初めて青野氏は「なぜ社員が辞めてしまうのか」を真
剣に考えた。そして、「人間は理想に向かって行動する」ものであるということに気づ
いたのである。社員が辞めてしまう理由は「サイボウズで働くよりも辞める事の方が
自身の理想を実現することに近づくから」であると考えるようになった。
青野氏はそこから全社共通の理念を模索し始める。実はそれまでサイボウズでは全
社目標は「３年で売上を倍増する」といった数値目標しかなく、理念が存在しなかっ
たのである。執行役員で合宿を行い、決まったミッションは「世界で一番使われるグ
ループウェア・メーカーになる」。利益や売上に関する基準を入れず、誰よりも多くの
人に使ってもらうサービスを目指すことを決意した。
理念を掲げてから、サイボウズは大きく変わっていく。青野氏が理念を伝えるため
にメールを全社におくると、メールを印刷して机に貼る社員も現れた。メールの文章
の中に書かれていた内容から、評判が良かった一文「チームあるところに サイボウ
ズあり」は数年後に全社のスローガンになっていた。チームワークある社会の実現を
目指して、サイボウズは自社のチームワークの最大化に取り組んだのである。ウルト
ラワークや副業の許可も「１００人いれば１００通りの人事制度があっていいはず」
という考え方から生まれたものである。２００５年２８％を越えていた離職率は、２
０１３年には４％を切るまでに低下。どんな企業よりも「チームワーク」「多様性」を
大切にする企業として様々な人材が集まり、新しい会社の強みを生み出している。
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サイボウズもサイバーエージェント同様に多くの社員がリスクに対して回避行動を
取る状況が生まれていたが、リスク認知に関しては大きく異なる点がある。それは、
青野氏も組織構成員もどちらもリスクを「リスク１（早急に対応が必要）」と認知して
いたと推察出来る点である。つまり、下記のようになる。
サイボウズの「理念の決定」＝リーダーと社員両方：リスク１→リスク２
サイバーエージェントの「終身雇用宣言」＝社員のみ：リスク１→リスク２
ここから考察出来ることに「リーダーが長期的施策・方向性を示すタイミングに遅
いということは無い」ということがある。確かに、リーダーが最初から長期的なビジ
ョンを持ち、組織構成員を導くことが出来れば素晴らしい。しかし、創業者でない限
り、どんなベテラン社員であってもトップリーダー（社長等）を務める経験は限られ
ていて当然である。現実的には青野社長のように初めて社長を任され、多くの失敗を
経験するというリーダーが多いはずなのだ。リーダーには「目の前のリスク（リスク
１）」だけでなく、「未来に向けた大きな課題（リスク２）」に取り組む姿勢を持つこと
が求められる。危機的な状況に陥った時にこそ、「短期的思考に囚われることなく、自
身が“これだ！”と思うビジョンを明確に示すことが出来るか」という、リーダーと
しての真価が問われるのである。
図表７：並列情報処理モデルによるサイボウズの改革
５. 意識変革の２つの手法ー理論構築— 
事例研究を総括すると、「組織の意識変革に有効なファースト・アクション」とは何
らかの形で“組織のリスク認知に変化を促す”取り組みであるということが言える。
並列情報処理モデルによって各事例の最後に図解したように、組織のリスク認知が正
しく行われていない状況や情報処理機能に問題がある場合、意思決定がスムーズに行
われない。リーダーが組織のリスク認知に働きかけ、意思決定の好循環を生み出すこ
とで、長期間に及ぶ組織変革・環境変化への対応を着実に進むことが可能になるので
ある。
サイボウズ（改革前）
組織 → → → →
個人 → → → →
サイボウズ（改革後）
組織 → → → →
個人 → → → →
社長の重圧理
念がないため数字を追いかける
自信喪失
短期的志向
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
リスク１認知
長時間労働・評価主義の不公平感
チャレンジ精神の喪失
離職者の増加
職場
環
境の
悪化
リスク１認知
理
念が判断基準となり決
定に一貫性が
生
まれる
多様性こそ力と
自信を深める
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 個人的結果
注意の喚起 符号化 保持/検索 行動 組織的結果
サイボウズとは、グループウェアとは、
チームワークとは、再符号化
多様性を認める
職場・制度・
チームワーク
作り
職場
環
境の
改善理念の
決
定
共有
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そして、事例研究からこのファースト・アクションは大きく２つに大別が可能であ
る。
 ⒈遠くにあるリスクを、近くにあると再認知させる。（リスク２→リスク１）
 ⒉近くにあるリスクを、遠くにあると再認知させる。（リスク１→リスク２）
（こうしたリーダーのアクションは、先行研究及び学術的な名称が存在しないため、
本稿では簡易的に前者を「バックキャスティング」・後者を「フォアキャスティング」
と呼称する。）
リーダーは組織の状況に合わせてこの２つのファースト・アクションを使い分けるこ
とで、組織の意識変革を推進することが出来ると考える。この２つの手法に関する詳
細をまとめることで本稿における理論構築とする。
補足：「バックキャスティング」と「フォアキャスティング」の呼称について
「バックキャスト」とは、環境問題等で使われる言葉であり、「未来のあるべき姿を
明確にした上で、現状の問題にとらわれず目的を達成する手段を模索する」という考
え方である（長期的な未来の着地点から後ろを振り返る）。これは過去から現在まで
の流れから未来を予測する「フォアキャスト」との対比で使われることが多い。この
２つの言葉の持つイメージが、リスクの再認知を促す２つの手法の違いに通じるもの
がある（未来→現在＝リスク２→リスク１、現在→未来＝リスク１→リスク２）ため、
本稿ではこれらの言葉を活用し簡易的な呼称として採用している。
5.1 バックキャスティング：リスクの見える化（潜在リスクの顕在化）
“バックキャスティング”とは、リーダーが組織構成員に対してリスクの見える化
に取り組むことで、組織構成員に対してリスク認知を促す手法をさす。
この手法が有効になるのは下記のような状況においてである。
① あるリスクをリーダーは“緊急性の高いリスク（リスク１）”と認知しているが、
組織構成員は“長期的なリスク（リスク２）”であると認知している。
② あるリスクの存在をリーダーは認知しているが、組織構成員は認知していない。
リーダーは組織構成員に対してリスクを“認知させる”もしくは、“短期的な対応が
あると認知させる”（リスク認知をリスク２→リスク１に変化させる）ことでこの状況
に対応する。
具体的には、組織に対して「注意の喚起」を行い（リストラクチャリング・伝統、
慣習の否定等）強烈なイメージと共にリスクの存在をアピールするのである。
バックキャスティングは、組織構成員に対して危機意識の醸成を促す効果を持つ。
そのため、“組織全体の大きな変革が必要な場合”や“連続した変化に対しての対応が
必要な場合”においては、リーダーのファースト・アクションとして特に有効な手法
であると考えられる。
しかし、基本的にはリーダーのリスク認知を組織構成員に対して共有するものであ
るので、「リーダーの危機意識/リスク認知能力」を越える潜在的なリスクには対応出
来ないという課題もある。
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図表８：バックキャスティングのイメージ
5.2 フォアキャスティング：長期的施策の明示（顕在リスクの軽減）
“フォアキャスティング”とは、リーダーが長期的な施策を明示することで、組織
構成員の認知しているリスクを軽減する手法をさす。
この手法が有効になるのは下記のような状況においてである。
① あるリスクをリーダーは“長期的なリスク（リスク２）”と認知しているが、組織
構成員は“緊急性の高いリスク（リスク１）”であると認知している。
② あるリスクの存在をリーダーは認知しておらず、組織構成員のみが認知している
リーダーは組織構成員に対して、リスクが“長期的な課題であると認知させる”（リス
ク認知をリスク１→リスク２に変化させる）ことでこの状況に対応する。
具体的には、組織に対して「注意の喚起」を行い（ミッション・ビジョンの提起、
働きやすい職場づくりの宣言、経営状況の説明）組織に長期的な視点・安心感/安定感
をもたらすことでリスクを軽減するのである。
フォアキャスティングは、組織構成員に対してリスク認知システムの安定化を促す
効果を持つ。そのため、優秀な人材の流出（リスクからの逃避行動）を防ぐことが出
来る。“社内の人材を活用し長期的な成長を目指す場合”においては、リーダーのファ
ースト・アクションとして特に有効な手法であると考えられる。
しかし、こうした状況における組織構成員のリスク認知には個人の感情的要素が大
きく影響するため、リーダーが示す長期的施策がどの程度組織構成員に安定化を促す
か予測が難しいという課題もある。（伝え方にも工夫が必要である。）
図表９：フォアキャスティングのイメージ
構成員
認知
構成員
認知
構成員
認知
リーダーのアクション
・ダウンサイジング
・過去の成功体験/伝統
の否定（バイアス解消）
・CFTの結成
構成員
認知
構成員
認知
・終身雇
用
宣言
・ミッションの掲示
構成員
認知
←逃避行動（離職）
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６． 未来に向けてのリーダーのファースト・アクションとはー結論ー
本稿における議論の総括として、環境変化がさらに激化する未来に向けてリーダー
はどのようなファースト・アクションを行い組織の意識変革に取り組んでいくべきな
のかをまとめることにする。
ではまず、将来を担うこれからのリーダーとはどんな能力を持つ人材だろうか。
１つは、「変化を敏感に感じ取る能力」が必要になると考える。これからのリーダー
は世界規模で進行する変化の大きな流れを読み取る力が必要不可欠になることは間違
いない。例えば、「IT 革命によってどのような技術が研究されていて、将来どのような
ことが可能になるのか」「人口増加に伴う食糧問題によって、得をする国・損をする国
はどこか」といった“近い未来に起こりうる現象”についてアンテナを高く持つ必要
があるのだ。
また、本稿においても重要なポイントとなった「リスクを正しく認知・評価する能
力」も挙げられる。変化の影響を自らが率いる組織がどの程度受ける可能性があるの
か、リスクを正しく認知する力を磨かなければならない。世界がインターネットによ
ってつながり、サービスの垣根がなくなれば、自然と「風が吹けば桶屋が儲かる」と
いった現象も多く起こるはずである。リーダーは細心の注意力と想像力を働かせ、リ
スクを正しく認知する努力を怠ってはならない。
他にもリーダーに求められる資質は数限りなく存在する。
事例研究を通しても明らかになったように、どれだけ優秀な人材が集めても、一人
ひとりが十分に力を発揮できる環境がなければ、大きな目標を達成することは出来な
い。どれだけリスクの大きさを認知していても、組織の中にリスク対応を阻害する要
因が残っていてはうまく対応が出来ず、リスクが解消されることはないのである。自
分が所属する組織こそ、最も注意深く観察するべき環境の一つなのである。（今ある資
源を最大限活用するために尽力しなければならない。）
先行研究の並列情報処理モデル並びに本稿における研究を通してもわかるように、
リーダーという立場の個人が組織構成員に対して与える影響力の大きさは計り知れな
い。リーダーがビジョンやミッションを掲げ、組織が一体となることが出来れば、個
人では達成できない目標を達成することも可能になる。“大きな変化”の時代とは、同
時に“大きなチャンス”の時代でもあるのだ。もし人類が未だ解決できてない大きな
問題をミッションとして掲げ、それを解決するようなチームを作ることが出来たら、
多くの人から賞賛を得るだろう。実際に、イーロン・マスク氏は人口増加の問題から、
エンルギー問題を経由し、スペース X 社やテスラモーターズ社の経営に乗り出したと
聞く。
本来は、時代が変化しても追い続けることが出来る普遍的な理想といったものが、
ミッションや理念として掲げられるべきである。しかし、大きく環境が変化する中で
組織の理念が“時代遅れのもの”になってしまうこともあるかもしれない。これから
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のリーダーにはもしかしたら、過去の伝統や歴史に囚われず“理念を思い切って変え
てしまう”様な常識を打ち破るパワーが必要かもしれない。
最後に本稿における研究から、未来のリーダーに組織変革に向けたファースト・ア
クションとして、“バックキャスティング”の手法を推奨する。リスクを“見える化”
し危機意識を醸成することはその後の変革の推進に向けても有効である。何より、（残
念なことだが）現在日本の多くの企業はこの“バックキャスティング”が有効に機能
すると考えられる状況に陥ってしまっていると推察する。
＜バックキャスティングの手法が有効な状況＞
① あるリスクをリーダーは“緊急性の高いリスク（リスク１）”と認知しているが、
組織構成員は“長期的なリスク（リスク２）”であると認知している。
② あるリスクの存在をリーダーは認知しているが、組織構成員は認知していない。
組織の意識変革におけるリーダーのファースト・アクションという非常に限定的な
研究内容ではあったものの、先行研究と事例研究を通して有効と思われる手法を発
見・整理することが出来た点で、一定の成果が得られたと考える。
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